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本研究は，教育相談コーディネーターが担う個別援助とシステムに関するコーディネーショ

ンについて検討し，校内適応指導教室の運営及び関係する生徒の支援における，効果的実践を

目指す取組を行った。研究Ⅰでは，先行文献をもとにコーディネーションをまとめ，校内適応

指導教室に関して個別援助とシステムを構成する項目が整理された。研究Ⅱでは，コーディネ

ーション行動の具体的内容の検討を行い，校内適応指導教室支援の流れの試行モデルが作成さ

れた。研究Ⅲでは，試行モデルについて効果的な資料の検討を行い，不登校対策委員会の定例

化，定式化が見られた。研究Ⅳでは，研究Ⅲの資料を整理し「教育相談コーディネートツール」

を作成し，自治体内の教育相談コーディネーターに紹介した。その結果，資料のニーズが確認

され，資料に基づく個別援助とシステムに関するコーディネーションの有効性が示唆された。 
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１ 問題と目的 

(1)はじめに 

我が国の不登校児童生徒数は高水準で推移して

おり，生徒指導上の喫緊の課題とされている（文

部科学省，2019）。不登校に関する取組として，報

告者が在籍する福岡市は，これまでに，不登校に

関する調査を行い，その結果を分析し，課題は，

①不登校を生まない取組，②不登校児童生徒に対

する取組，③保護者に対する支援，④不登校の検

証，の４点とされた（福岡市教育委員会，2009）。 
その中で，②不登校児童生徒への対応の具体的

方策として，校内適応指導教室（ステップルーム）

（仮称）を設置し，生徒の生活面・学習面等の支

援を行うことや，不登校対応教員を配置し，校内

の調整役として，担任や養護教諭，生徒指導担当

者，スクールカウンセラー（以下 SC）やスクール

ソーシャルワーカー（以下 SSW）との連携をより

細やかに行うことなどを提案した（福岡市教育委

員会，2009）。そうした流れの中で，福岡市は，

2017年度に市立中学校（離島を除く）に不登校対

応教員を配置した。さらに 2020 年度から，名称を

不登校対応教員から教育相談コーディネーター

（以下教育相談 Co.）と改めた。その一方で，福

岡市立小・中学校における不登校児童生徒数は，

2018年度（速報値）小学校 522人，中学校 1292人

であった（福岡市教育委員会，2019）。 

(2)主題設定の理由 

不登校等の課題に多職種で協働するため，学校

では教育相談 Co.を中心とした教育相談体制を構

築する必要性が示されている（文部科学省，2017）。

このような中，福岡市立中学校（離島を除く）に

１名配置されている教育相談 Co.は，校内支援体

制の整備とコーディネート，校内適応指導教室の

運営，登校支援，社会的自立に関する取組全般の

業務を担っている（福岡市教育委員会，2020）。 

支援に関する環境については，教室以外の場所

で，学習や対人関係の機会を補償することの重要

性（杉本，2018）や，不登校児童生徒の居場所を

整えることの必要性（伊藤，2007）が述べられて

いる。また，学級に入れない児童生徒のために，

支援会議で本人によって決定された改善目標 

〇支援室の授業に少しずつ入る。 

〇学校行事に関する学活は学級に入る。 

 数年間不登校の状態が続いていた。昨年より生

徒支援担当教諭が定期的に家庭訪問を重ね，信頼

関係を構築し，保健室等へ登校できるようになっ

た。停滞から試行の時期に会議を実施し，会議後

は，学校滞在率が向上し，支援室の授業に参加す

る教科も増え，他者と楽しく過ごす姿が見られた

た（図５）。 

(4)考察  

 研究Ⅱでは，不登校・不登校傾向の生徒を対象

に本人参加型支援会議を行い，その効果を検証し

た。その結果，会議に参加した 10名の生徒に学校

滞在率や学級・支援室授業参加数の向上などの不

適応改善の効果が見られた。生徒の心のエネルギ

ーに焦点をあてて分析すると，不適応を起こし始

めの前兆期の不登校傾向の生徒にとっては，援助

者へ困り感を発信し，共に環境調整をすることに

よって，安心感を得ることができ，それがその後

の学校適応の支えになり，不適応状態を長期化さ

せない効果があった。不登校の生徒にとっては，

停滞期を経て，試行・自発の時期に実施すること

によって，子どもの主体性を尊重した具体的な学

習・活動の場を提供することができ，社会的自立

を見据えた学校適応を促進する効果があると推察

される。 

４ 総合考察 

 研究Ⅰ・Ⅱを通して，不登校・不登校傾向の状

態にある生徒に本人参加型支援会議を実施するこ

とによって，学校滞在率の向上や欠席の長期化の

予防などの一定の不適応状態の改善の効果がある 
ことが示唆された。田村・石隈（2017）は，援助

チームに当事者の子どもを招き，気持ちを聞き取

ることが重要であり，相手に気持ちをわかっても

らったと本人が自覚したときに，自ら変わろうと

する気持ちが生まれるカウンセリングの効果があ

ると述べており，これが子どもの主体性を高めて

いると考える。 
 これは医療におけるインフォームド・コンセン

トやインフォームド・チョイスに通じている。塚

原（2009）は，医師からの十分な情報提供と患者

主導で行うインフォームド・コンセントとインフ

ォームド・チョイスにおける意思決定が，患者満

足度につながり，その必要性を述べている。まさ

に本人参加型支援会議は，教育現場に設定された

インフォームド・コンセントおよびインフォーム

ド・チョイスにおける生徒主体の意思決定の機会

であると考える。加えて，文部科学省の「不登校

に関する実態調査」(2014)で求められている「不

登校への潜在期間」の有効な手立ての一助となり

得る。 

 本人参加型支援会議を効果的に実施するために

は，生徒と教師間の信頼関係の構築が不可欠であ

る。２年間の研究の成果は，生徒支援担当教諭の

生徒理解・アセスメント力に拠るところが大きい。

個々の教師の生徒理解・アセスメント力の向上と，

それを支える組織的・多面的な支援体制づくりが

今後の課題であると考える。 
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校内適応指導教室の設置や，個に応じた支援（個

別支援）が推奨されている（福岡県教育委員会，

2015）。福岡市では，2017 年度より不登校対応教

員の配置に伴い，各中学校に校内適応指導教室を

設置している。校内適応指導教室とは，多くの場

合，市町村単位で設置されている適応指導教室（教

育支援センター）を校内に設置することを試みた

ものである。福岡市の校内適応指導教室は，生徒

の細やかな情報収集や支援計画と，体験活動を含

む教室全体の運営を，専任者のもと，自治体全体

で行っている点が特徴的である（福岡市教育委員

会，2018）。自治体が複数の学校に設置する取組も

散見される（たとえば浜松市教育委員会，2018）

が，自治体全体を挙げた実践の報告は見られない。 
これらのことから，福岡市が配置した教育相談

Co.の校内適応指導教室の運営に関するコーディ

ネーションを明らかにすることは，安定した支援

の提供に役立つ。そのために，コーディネーショ

ンのあり方を，報告者が介入する形で検証を行う。 
(3)研究の目的 
本研究では，教育相談 Co.（不登校対応教員か

ら 2020 年度に名称変更）が担う役割から，校内適

応指導教室の運営と関係する生徒の支援について，

コーディネーションの視点で検討し効果的実践を

示すことを目的とする。そのため，まず，教育相

談 Co.が担うコーディネーションを明確にする。

次に，校内適応指導教室運営および生徒支援で，

教育相談 Co.が行うコーディネーションの充実に

資する援助方法･ツールを提案し，効果を検討する。 

２ 研究Ⅰ 

(1)目的 

本研究における校内適応指導教室に関する担当

者のコーディネーションを明らかにする。 

(2)方法 

実施期間 201X年４月から 201X＋１年１月 

実践内容 福岡市教育委員会不登校対応教員の

関わる職務内容をふまえ，CiNii などで得られた

コーディネーション行動に関する先行研究から，

本研究におけるコーディネーションを整理する。 

(3)結果と考察 

先行研究（瀬戸･石隈，2002；西山･淵上･迫田，

2009；秋光･白木，2010）から，学校心理学におけ

るコーディネーションのアプローチの観点を整理

した。また，福岡市不登校対応教員に示された指

標など（福岡市教育委員会，2018；山本，2019）

をもとに，校内適応指導教室での支援に関わるコ

ーディネーションとしての適切性を検討した。不

登校対応教員に求められる校内適応指導教室での

個別援助チームコーディネーション行動は，①ア

セスメント・判断，②説明・調整，③保護者連携，

④担任連携，⑤専門家連携，⑥仲介行動に整理さ

れた（表１）。一方，システムに関するコーディネ

ーション行動は，①マネジメント，②広報活動，

③情報収集，④ネットワークに整理された（表２）。 

研究Ⅰでは，学校心理学に関するコーディネー

ションが，校内適応指導教室での支援においても，

個別援助とシステムに整理されることが確認され

た。西山（2007）は，相談室登校の生徒支援では，

教員の支援の度合いに個人差があり，システム化

するためには，生徒自身の課題と，学校としての

課題の２つの側面で検討事項が多いことを述べて

いる。表１と表２に整理されたことから，２つの

側面を検討できると考えた。 

表１ 校内適応指導教室に関する個別援助のコーディネーション
の整理（瀬戸･石隈，2002など先行文献から，報告者が作成） 

項目 個別援助チームコーディネーション行動の内容 

①
ア
セ
ス
メ
ン
ト
・
判
断 

○利用生徒について，今後の見通しについて判断している。 

○利用生徒について，学校での具体的な対応について判断し

ている。 

○利用生徒について，学校や家庭での生活状況について把握

している。 

○利用生徒について，多くの人から情報を収集している。 

○利用生徒について，援助的に関わってくれる人を把握して

いる。 

②
説
明
・
調
整 

○利用生徒をチームで援助するとき，メンバーや取り組みに

ついて職員全体に説明している。 

○利用生徒の対応について，職員全体に説明している。 

○利用生徒をチームで援助するとき，中心となって役割分担を

行っている。 

○利用生徒をチームで援助するとき，中心となって意見調整

を行っている。 

○利用生徒の対応について，管理職に説明している。 

○利用生徒をチームで援助するとき，必要に応じて情報交換

を行うように呼びかけている。 

③
保
護
者
連
携 

○利用生徒の保護者がどれくらい援助を必要としているか

判断している。 

○利用生徒の保護者の方針や考えを理解している。 

○利用生徒の保護者の抵抗や不安を理解している。 

○利用生徒の状況や対応について，保護者と情報交換をして

いる。 

④
担
任
連
携 

○利用生徒の学級担任の方針や考えを理解している。 

○利用生徒の学級担任がどれくらい援助を必要としている

か判断している。 

○利用生徒の学級担任の抵抗や不安を理解している。 
⑤
専
門
家
連
携 

○SC，SSWと連携して校内適応指導教室の運営を行っている。 

○関係機関と，必要に応じて情報交換を行っている。 

○生徒支援委員会などを開き，対応を協議するように呼びか

けている。 
⑥
仲
介
行
動 

○利用生徒の学級担任と他の教員の仲介を行う。 

○利用生徒の保護者と学級担任の仲介を行う。 

○利用生徒の学級担任と専門機関やSCの仲介を行う。 
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３ 研究Ⅱ 

(1)目的 

不登校対応教員が中心となり報告者が補佐した

校内適応指導教室の支援をモデル化する。 

(2)方法 

実施期間 201X年４月から 201X＋１年２月 

対 象 A中学校 

実践内容 

①手続き 

（４月から７月）A 中学校の不登校対応教員と報

告者が定期的に面談を行い，校内適応指導教室の

現状を把握する。 

（９月）生徒支援に関する実態を把握するため，

教員に質問紙調査を行う。現状把握をもとに，コ

ーディネーション行動の具体的内容の検討を行う。 

②取組の概要 

（４月から７月）報告者は，校内適応指導教室の

現状を把握するため，不登校対応教員と面談を行

った。主な内容は，校内適応指導教室の利用につ

いての手続き，学習内容や活動内容，今後の支援，

生徒に対する教員の関わり方などである。面談を

行う中で，内容によっては報告者と不登校対応教

員で解決策を話し合うこともあり，その場で校内

適応指導教室運営に対する方策を検討することも

あった。 

（９月）学校の教育相談についての現状を把握す

るために，教員 22名に対して，教育相談に関する

質問紙「教育相談の定着」に関する尺度（５件法；

西山・淵上・迫田，2009）を用いて，回答しても

らった（図２）。 

（９月から２月）報告者が行った分析の中で，特

に支援の適切性や，教育相談の一貫性や広範性の

自己評価がやや低かったことについては，校内適

応指導教室の生徒に対して，個別の援助に関係す

る教員が共通認識をもつことや，連携をしていく

手段として，生徒に関する情報を一緒に考えるこ

とや，決めたことについて共有できるツールの活

用が有効だと考えた。そこで，報告者は援助チー

ムシート（石隈・田村，2003）に一部内容が付加

された援助チームシートの活用を管理職に提案し

た。活用方法を説明し管理職の了承を得て，不登

校対応教員に対して，校内適応指導教室生徒に関

する支援として，援助チームシート活用の仕方を

説明した。その後，週に一度行われている不登校

対策委員会で援助チームシートを紹介し，活用す

ることについての理解を得ることができた。 

校内適応指導教室利用生徒のうち，２ケースを

取り上げ，援助チームシートを使用し，学級担任

と不登校対応教員の間でアセスメントや支援の目

標，プランニングについて話し合いが行われた。

さらに，不登校対策委員会で内容を確認し，職員

会議で内容ついて共通理解を得た。その方法に倣

い，その後，複数のケースを検討した。これらの 

実践を踏まえて，関係教職員に聞き取り調査を行 

った（表３）。また，校内適応指導教室支援の流

れを作成した（図１）。 

表２ 校内適応指導教室に関するシステムコーディネーション
の整理（瀬戸・石隈，2002など先行文献から，報告者が
作成） 

項目 システムに関するコーディネーション行動の内容 

①

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

○よりよい校内適応指導教室運営のために，学校運

営や組織改善について，検討委員会を開くように

呼びかけている。 

○よりよい校内適応指導教室運営のために，学校運 

営や組織改善について，会議で発言している。 

○全校生徒の様子や状況について，検討する会議を 

定期的に開くように呼びかけている。 
②
広
報
活
動 

○校内適応指導教室について，保護者全体に広報している。 

○校内適応指導教室について，全校生徒に広報している。 

○校内適応指導教室について，教職員に広報している。 

③

情
報
収
集 

○不登校対応教員は，気になる生徒がいるとき，他 

の教師から連絡をうける。 

○不登校対応教員は，生徒に問題が起きたとき，他 

の教師から連絡をうける。 

○不登校対応教員は，生徒の状況について，他の教 

師と日常的に情報交換をしている。 

○不登校対応教員は，学校全体の生徒の様子や欠席 

状況について把握している。 

④

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

○外部専門機関の特色や SC，SSW の得意な分野につ

いて調べている。 

○個人的に相談できる専門機関や SC，SSW とつなが

りをつくっている。 

○校内適応指導教室について，外部専門機関を職員

全体に広報している。 

図１ 校内適応指導教室支援の流れの試行モデル 

 

 

校内適応指導教室の設置や，個に応じた支援（個

別支援）が推奨されている（福岡県教育委員会，

2015）。福岡市では，2017 年度より不登校対応教

員の配置に伴い，各中学校に校内適応指導教室を

設置している。校内適応指導教室とは，多くの場

合，市町村単位で設置されている適応指導教室（教

育支援センター）を校内に設置することを試みた

ものである。福岡市の校内適応指導教室は，生徒

の細やかな情報収集や支援計画と，体験活動を含

む教室全体の運営を，専任者のもと，自治体全体

で行っている点が特徴的である（福岡市教育委員

会，2018）。自治体が複数の学校に設置する取組も

散見される（たとえば浜松市教育委員会，2018）

が，自治体全体を挙げた実践の報告は見られない。 
これらのことから，福岡市が配置した教育相談

Co.の校内適応指導教室の運営に関するコーディ

ネーションを明らかにすることは，安定した支援

の提供に役立つ。そのために，コーディネーショ

ンのあり方を，報告者が介入する形で検証を行う。 
(3)研究の目的 

本研究では，教育相談 Co.（不登校対応教員か

ら 2020年度に名称変更）が担う役割から，校内適

応指導教室の運営と関係する生徒の支援について，

コーディネーションの視点で検討し効果的実践を

示すことを目的とする。そのため，まず，教育相

談 Co.が担うコーディネーションを明確にする。

次に，校内適応指導教室運営および生徒支援で，

教育相談 Co.が行うコーディネーションの充実に

資する援助方法･ツールを提案し，効果を検討する。 

２ 研究Ⅰ 

(1)目的 

本研究における校内適応指導教室に関する担当

者のコーディネーションを明らかにする。 

(2)方法 

実施期間 201X年４月から 201X＋１年１月 

実践内容 福岡市教育委員会不登校対応教員の

関わる職務内容をふまえ，CiNii などで得られた

コーディネーション行動に関する先行研究から，

本研究におけるコーディネーションを整理する。 

(3)結果と考察 

先行研究（瀬戸･石隈，2002；西山･淵上･迫田，

2009；秋光･白木，2010）から，学校心理学におけ

るコーディネーションのアプローチの観点を整理

した。また，福岡市不登校対応教員に示された指

標など（福岡市教育委員会，2018；山本，2019）

をもとに，校内適応指導教室での支援に関わるコ

ーディネーションとしての適切性を検討した。不

登校対応教員に求められる校内適応指導教室での

個別援助チームコーディネーション行動は，①ア

セスメント・判断，②説明・調整，③保護者連携，

④担任連携，⑤専門家連携，⑥仲介行動に整理さ

れた（表１）。一方，システムに関するコーディネ

ーション行動は，①マネジメント，②広報活動，

③情報収集，④ネットワークに整理された（表２）。 

研究Ⅰでは，学校心理学に関するコーディネー

ションが，校内適応指導教室での支援においても，

個別援助とシステムに整理されることが確認され

た。西山（2007）は，相談室登校の生徒支援では，

教員の支援の度合いに個人差があり，システム化

するためには，生徒自身の課題と，学校としての

課題の２つの側面で検討事項が多いことを述べて

いる。表１と表２に整理されたことから，２つの

側面を検討できると考えた。 

表１ 校内適応指導教室に関する個別援助のコーディネーション
の整理（瀬戸･石隈，2002など先行文献から，報告者が作成） 

項目 個別援助チームコーディネーション行動の内容 

①
ア
セ
ス
メ
ン
ト
・
判
断 

○利用生徒について，今後の見通しについて判断している。 

○利用生徒について，学校での具体的な対応について判断し

ている。 

○利用生徒について，学校や家庭での生活状況について把握

している。 

○利用生徒について，多くの人から情報を収集している。 

○利用生徒について，援助的に関わってくれる人を把握して

いる。 

②
説
明
・
調
整 

○利用生徒をチームで援助するとき，メンバーや取り組みに

ついて職員全体に説明している。 

○利用生徒の対応について，職員全体に説明している。 

○利用生徒をチームで援助するとき，中心となって役割分担を

行っている。 

○利用生徒をチームで援助するとき，中心となって意見調整

を行っている。 

○利用生徒の対応について，管理職に説明している。 

○利用生徒をチームで援助するとき，必要に応じて情報交換

を行うように呼びかけている。 

③
保
護
者
連
携 

○利用生徒の保護者がどれくらい援助を必要としているか

判断している。 

○利用生徒の保護者の方針や考えを理解している。 

○利用生徒の保護者の抵抗や不安を理解している。 

○利用生徒の状況や対応について，保護者と情報交換をして

いる。 

④
担
任
連
携 

○利用生徒の学級担任の方針や考えを理解している。 

○利用生徒の学級担任がどれくらい援助を必要としている

か判断している。 

○利用生徒の学級担任の抵抗や不安を理解している。 
⑤
専
門
家
連
携 

○SC，SSWと連携して校内適応指導教室の運営を行っている。 

○関係機関と，必要に応じて情報交換を行っている。 

○生徒支援委員会などを開き，対応を協議するように呼びか

けている。 
⑥
仲
介
行
動 

○利用生徒の学級担任と他の教員の仲介を行う。 

○利用生徒の保護者と学級担任の仲介を行う。 

○利用生徒の学級担任と専門機関やSCの仲介を行う。 
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(3)結果と考察 

校内適応指導教室支援について，支援の流れを

試行モデルとして示すことができた（図１）。聞き

取り調査から，研究Ⅰで示した個別援助チームコ

ーディネーション行動について，援助チームシー

トを活用したことにより，機能化が見られた（表

３）。 

一方で，表３の聞き取り内容から，会議の時間

設定の困難さや，目標設定ついての難しさなどが

明らかになった。これらのことについては，個別，

システムの両面で具体的な解決策を講じていく。 

４ 研究Ⅲ 

(1)目的 

校内適応指導教室での教育相談 Co.が行うコー

ディネーションについて，個別援助とシステムの

側面から，教育相談 Co.が研究Ⅱで示した校内適

応指導教室支援の流れの試行モデル（図１）を実

践し，成果を検討する。※研究Ⅲから不登校対応

教員の名称を教育相談 Co.とする。 

(2)方法 

実施期間 201X＋1年３月から 201X＋1年９月 

対 象 A中学校 

効果測定 

 教員に対して教育相談に関する質問紙「教育相

談の定着」に関する尺度（５件法；西山・淵上・

迫田，2009）を実施する。分析の一部に HAD（清

水，2016）を用いた。 

実践内容 

①手続き 

 個別援助とシステム支援に関して，実践として

行う内容（予定）を以下に示す。 

【個別援助に関する内容－試行案の実践的改善】 

①提案・②話し合い：教育相談 Co.と学級担任の

支援に関する協議 

〇 学級担任と教育相談 Co.が協働した援助チー

ムシート（石隈・田村，2003）の作成 

③確認：不登校対策委員会における取り扱い内容 

〇 援助についての検討方法の具体化 

④共通理解・⑤支援：校内適応指導教室生徒に対

する援助 

〇 援助が行われた具体的内容の変容の記録 

〇 生徒による日誌の活用 

【システムに関する内容－試案作りとモデル作成】 

③確認：不登校対策委員会における内容 

〇 全体を検討する際の進行マニュアルの作成 

〇 不登校生徒･不登校傾向生徒の確認の定例化

と情報共有の定式化，校内適応指導教室の状況

報告の定例化 

〇 不登校生徒支援や未然予防の全体計画検討 

④共通理解・⑤支援：校内適応指導教室の運営 

〇 生徒通室までの手続きの教員用マニュアルの

作成 

〇 利用に対する基本的な生徒用の決まりの作成 

➁取組の概要  

（３月）研究Ⅱで作成した校内適応指導教室支援

の流れの試行モデル（図１）について，①提案，

②話し合い，③確認，④共通理解，⑤支援の各項

目を整理した。 

①提案：３月に援助チームシート（石隈・田村，

2003）を誰がどのように作成するかということを

構想としてあげた。このことについては，３月（年

度末）に教育相談 Co.が記入することと，学級担

任に確認をされていた。また，校内適応指導教室

利用生徒について全員分が確実に作成される方法

として，教育相談 Co.が校務分掌の年間計画の中

に，校内適応指導教室利用生徒に対して援助チー

ムシートの作成が明記された。 

②話し合い：３月に援助チームシートを用いた

話し合いについて詳細を構想した。報告者の観察

表３ 援助チームシート活用の聞き取り調査（抜粋・要約） 
【成果】 

（個別援助） 

①アセスメント・判断 

○学年教員と共通理解がしやすくなりました。 

○いつも会えない生徒については特に，その生徒についてのこ

とがわかるのでよかったです。特に学習面で直接教えなくて

も，状況が把握できます。 

②説明・調整 

○資料を他学年の先生も見れるのがよいと思いました。 

○会議を開いた際，発言している内容が，表のどこかに入るの

で，話している領域や内容が整理されてとても良かったです。 

④担任連携 

○シートに記録が残っていることで，教員が異動になって新し

い教員が担当になっても，情報があるからいいです。特に，

生徒が得意なことが書いてあることが参考になります。 

【課題】 

（個別援助） 

①アセスメント・判断 

○生徒の実態，保護者の考え，学校の現状を踏まえると，目標

の設定が難しかったです。 

②説明・調整 

○ケース会議を開くことが困難でした。 

○複数の人で作るためにさらに多くの人で見る時間が必要だと

思いました。 

○作った後の更新するタイミングや次の会議を開くことが難し

かったです。 

（システム） 

②広報活動 

○作った結果の生徒の変容が職員全体に報告されなかったの

で，生徒の変容が良かったのかがわからなかったです。 
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から，援助チームシートを用いた生徒支援の話し

合いの場面は見られなかったが，教育相談 Co.と

学級担任の話し合いは職員室などで見られた。７

月の不登校対策委員会では，作られた援助チーム

シートの活用について，管理職から今後，教育相

談 Co.と学級担任が話し合うときは，援助チーム

シートに書き込みながら内容を付加させていくと

よいという助言があった。 

③確認：３月に不登校対策委員会に関わる担当

者の役割を，個別援助とシステムに関する内容で

まとめた。不登校対策委員会のメンバーは，校長，

教頭，生徒指導主事，各学年の生徒指導担当，養

護教諭，SC，SSW，教育相談 Co.で構成されている。

報告者の観察から，教育相談 Co.と養護教諭，教

育相談 Co.と SC，教育相談 Co.と SSW が日々協議

していることがわかった。 

しかし，５月に管理職に聞き取りを行ったとこ

ろ，昨年度は不登校対策委員会で，教育相談 Co.

からの発言がない時があることが指摘された。よ

って今年度は，教育相談 Co.が発言する場の設定

の必要性が確認された。生徒指導委員会と不登校

対策委員会が時間割の一時間枠で一緒に行われて

いるが，昨年度は，生徒指導主事が司会を行い，

その中に不登校対策委員会が含まれる形式になっ

ていたことによるものと考えられた。そこで，報

告者は教育相談 Co.に対して今年度，不登校対策

委員会の運営マニュアルについて確認し，不登校

対策委員会司会進行マニュアルと教育相談 Co.の

不登校生徒･不登校傾向生徒の確認の定例化と情

報共有の定式化，校内適応指導教室の状況報告の

定例化に関する資料を作成し提案した。また，こ

のことを生徒指導主事に報告し，今年度は不登校

対策委員会の位置づけを明確にするため，生徒指

導委員会と時間を区切り，教育相談 Co.が司会を

することを提案した。管理職，教育相談 Co.と生

徒指導主事に確認した結果，６月からの不登校対

策委員会で使用された。 

④共通理解：３月に，不登校対策委員会で校内

適応指導教室に関する内容について，報告する場

を職員会議，職員朝礼，研修会，学年会などと構

想したが，定例で全職員へ報告するシステムが見

当たらなかった。７月，８月の２回に分けて不登

校対策委員会で，教育相談 Co.から校内適応指導

教室利用の生徒について，援助チームシートをも

とに報告を行った。報告の中で報告者に対して教

育相談 Co.から補足があるか尋ねられたので，全

職員に報告する場面の確保について悩んでいるこ

とを伝えた。 

それに対して，管理職から学期はじめの職員会

議で全職員に対して，報告することの助言があっ

た。よって,学期初めの職員会議で報告することを

教育相談 Co.と確認した。今後改善することとし

て，個別援助過程の進捗状況や，課題の共通化に

対する具体的な手立ての必要性が挙げられる。 

⑤支援：実際に行った支援（誰が何を）を記録

していくことを構想しており，今後の教育相談体

制の充実に向け，提案していく予定である。 

(3)結果と考察 

実践の中で③確認の領域について，定例会議の

協議事項と進行マニュアルを使用したことで，教

育相談 Co.が定式化された手順により司会を行い，

養護教諭・SC・SSW に発言の場を設けることがで

きた。定例会議での全校の不登校状況の確認の定

例化および校内適応指導教室の状況報告の定例化

についての資料を使用したことで，教育相談 Co.

からの報告が定例化・定式化された。 

また，教員に対しては教育相談に関する質問紙

「教育相談の定着」に関する尺度（５件法；西山・

淵上・迫田，2009）を用いて２回実施し，回答し

てもらった。１回目は昨年９月で教員 22名対象，

有効回答人数 19 名，２回目は今年８月で教員 21

名対象，有効回答人数 20名であった。結果から教

育相談の広範性について昨年９月：平均値 2.89

（標準偏差 0.57）から今年８月：平均値 3.30（標

準偏差 0.57）と平均値が 0.41 高くなった。さら

に，相談できる雰囲気について昨年９月：平均値

3.47（標準偏差 0.84）から今年８月：平均値 3.95

（標準偏差 0.69）と平均値が 0.48 高くなった。

これらの自己評価の高まりの１つとして，生徒の

情報などを援助チームシートにまとめたことで，

支援について相談できる風土が高まったことや，

不登校対策委員会の進行マニュアル使用や教育相

図２ 教育相談に関する質問紙調査の結果 

（昨年９月：n＝19 今年８月：n＝20）５件法 

 

 

(3)結果と考察 

校内適応指導教室支援について，支援の流れを

試行モデルとして示すことができた（図１）。聞き

取り調査から，研究Ⅰで示した個別援助チームコ

ーディネーション行動について，援助チームシー

トを活用したことにより，機能化が見られた（表

３）。 

一方で，表３の聞き取り内容から，会議の時間

設定の困難さや，目標設定ついての難しさなどが

明らかになった。これらのことについては，個別，

システムの両面で具体的な解決策を講じていく。 

４ 研究Ⅲ 

(1)目的 

校内適応指導教室での教育相談 Co.が行うコー

ディネーションについて，個別援助とシステムの

側面から，教育相談 Co.が研究Ⅱで示した校内適

応指導教室支援の流れの試行モデル（図１）を実

践し，成果を検討する。※研究Ⅲから不登校対応

教員の名称を教育相談 Co.とする。 

(2)方法 

実施期間 201X＋1年３月から 201X＋1年９月 

対 象 A中学校 

効果測定 

 教員に対して教育相談に関する質問紙「教育相

談の定着」に関する尺度（５件法；西山・淵上・

迫田，2009）を実施する。分析の一部に HAD（清

水，2016）を用いた。 

実践内容 

①手続き 

 個別援助とシステム支援に関して，実践として

行う内容（予定）を以下に示す。 

【個別援助に関する内容－試行案の実践的改善】 

①提案・②話し合い：教育相談 Co.と学級担任の

支援に関する協議 

〇 学級担任と教育相談 Co.が協働した援助チー

ムシート（石隈・田村，2003）の作成 

③確認：不登校対策委員会における取り扱い内容 

〇 援助についての検討方法の具体化 

④共通理解・⑤支援：校内適応指導教室生徒に対

する援助 

〇 援助が行われた具体的内容の変容の記録 

〇 生徒による日誌の活用 

【システムに関する内容－試案作りとモデル作成】 

③確認：不登校対策委員会における内容 

〇 全体を検討する際の進行マニュアルの作成 

〇 不登校生徒･不登校傾向生徒の確認の定例化

と情報共有の定式化，校内適応指導教室の状況

報告の定例化 

〇 不登校生徒支援や未然予防の全体計画検討 

④共通理解・⑤支援：校内適応指導教室の運営 

〇 生徒通室までの手続きの教員用マニュアルの

作成 

〇 利用に対する基本的な生徒用の決まりの作成 

➁取組の概要  

（３月）研究Ⅱで作成した校内適応指導教室支援

の流れの試行モデル（図１）について，①提案，

②話し合い，③確認，④共通理解，⑤支援の各項

目を整理した。 

①提案：３月に援助チームシート（石隈・田村，

2003）を誰がどのように作成するかということを

構想としてあげた。このことについては，３月（年

度末）に教育相談 Co.が記入することと，学級担

任に確認をされていた。また，校内適応指導教室

利用生徒について全員分が確実に作成される方法

として，教育相談 Co.が校務分掌の年間計画の中

に，校内適応指導教室利用生徒に対して援助チー

ムシートの作成が明記された。 

②話し合い：３月に援助チームシートを用いた

話し合いについて詳細を構想した。報告者の観察

表３ 援助チームシート活用の聞き取り調査（抜粋・要約） 
【成果】 

（個別援助） 

①アセスメント・判断 

○学年教員と共通理解がしやすくなりました。 

○いつも会えない生徒については特に，その生徒についてのこ

とがわかるのでよかったです。特に学習面で直接教えなくて

も，状況が把握できます。 

②説明・調整 

○資料を他学年の先生も見れるのがよいと思いました。 

○会議を開いた際，発言している内容が，表のどこかに入るの

で，話している領域や内容が整理されてとても良かったです。 

④担任連携 

○シートに記録が残っていることで，教員が異動になって新し

い教員が担当になっても，情報があるからいいです。特に，

生徒が得意なことが書いてあることが参考になります。 

【課題】 

（個別援助） 

①アセスメント・判断 

○生徒の実態，保護者の考え，学校の現状を踏まえると，目標

の設定が難しかったです。 

②説明・調整 

○ケース会議を開くことが困難でした。 

○複数の人で作るためにさらに多くの人で見る時間が必要だと

思いました。 

○作った後の更新するタイミングや次の会議を開くことが難し

かったです。 

（システム） 

②広報活動 

○作った結果の生徒の変容が職員全体に報告されなかったの

で，生徒の変容が良かったのかがわからなかったです。 
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談 Co.からの報告が定例化・定式化されたことで，

学校全体の教育相談体制の向上の結果と考えた。 

 一方で，「みんなで抱える姿勢」や「教育相談の

方向性の共有」に対する教員の自己評価が若干下

がったことについては，実際の活動に参加してい

る教員の様子は校内で認知されながら，その具体

的内容が，加わっていない教員に把握できず不全

感が高まったことが考えられる。よって，④共通

理解について，不登校対策委員会で教育相談の方

向性について話し合った内容などを，学校全体で

情報共有するあり方に改善点があると考えた。 

 また，作成検討中の資料や，資料の提案は行っ

たが使用にまで至っていない資料及び既存の資料

があったため作成しなかったものがあった。教育

相談 Co.がその時点で行っている資料の状況や工

夫を丁寧に把握し，支援が効果を上げるように配

慮した。 

５ 研究Ⅳ 

(1)目的 

市内の教育相談 Co.について質問紙調査を行い，

全体の傾向から研究Ⅲを踏まえ，作成した資料に

ついて情報提供を行い，資料の効果を検証する。 

(2)方法 

実施期間 201X＋1年８月から 201X＋1年 12月 

対 象 市内の教育相談 Co. 

効果測定 

教育相談 Co.に対して，教育相談 Co.のコーディ

ネートに関する質問紙調査及び，資料に関する質

問紙調査を実施する。 

実践内容 

①手続き 

 教育委員会教育相談課に，教育相談 Co.に対す

る質問紙調査の協力を依頼し，了解を得た。実施

については，教育相談 Co.が集合する連絡会で行

うことを提案した。質問紙調査後は，結果の分析

を行い，教育相談 Co.に対する資料の紹介と質問

紙調査の実施について，確認などを行った。 

②取組の概要 

（９月）教育相談 Co.対象の連絡会の中で，報告

者が質問紙調査について依頼を行った。連絡会当

日，報告者の簡単な自己紹介を行い，質問紙調査

の趣旨は，教育相談 Co.の先生方の現状をまとめ

させていただくことで，役に立つことを検討した

いという内容の話をした。 

（10月）質問紙調査の結果を受け，研究Ⅲで作成

した資料などをもとに，大学院教授と再検討した。 

（11月）教育相談 Co.の連絡会で，完成した「教

育相談コーディネートツール」（表４）を配布し， 

プレゼンテーションを行った。プレゼンテーショ

ンでは，これまでの研究から，教育相談 Co.の現

状を分析する中で作成した図（図３）を提示し，

教育相談 Co.が行っている校内適応教室利用生徒

の学級担任との①話し合いを，資料２「校内適応

指導教室利用生徒支援シート」（参考：石隈・田村，

2003）をもとに説明した。また，不登校対策委員

会の②確認を，資料６「不登校対策委員会 進行表」，

資料７「不登校対策委員会 教育相談 Co.から」を

もとに説明した。また，校内の教員への③共通理

解と校内適応指導教室への④支援は，資料４「校

内適応指導教室 支援記録シート」，資料５「校内

適応指導教室 今日の活動シート」，資料８「教育

相談についての校内アンケート（教員対象）」（参

考：西山・淵上・迫田，2009），さらに，ケース会

議などでは，資料３「個別の支援会議進行シート」

（参考：香田，2011），教育相談に関する分掌の年

間計画作成では，資料１「教育相談年間計画（例）」

が有効ではないかという流れで資料の紹介をした。 

（12月）11月に配布した，「教育相談コーディネ

ートツール」についての現状をまとめるために質

問紙調査を実施した。 

表４ 「教育相談コーディネートツール」一覧 

資料１【システム支援】教育相談年間計画（例） 

資料２【個別援助】校内適応指導教室利用生徒支援シート 

資料３【個別援助】個別の支援会議進行シート 

資料４【個別援助】校内適応指導教室 支援記録シート 

資料５【個別援助】校内適応指導教室 今日の活動シート 

資料６【システム支援】不登校対策委員会 進行表 

資料７【システム支援】不登校対策委員会 教育相談Co.から 

資料８【システム支援】教育相談についての校内アンケート

（教員対象） 

図３ 校内適応指導教室支援の流れ（報告者が修正） 
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(3)結果と考察 

①教育相談 Co.のコーディネートに関する調査 

まず，教育相談 Co.のコーディネートに関する

質問紙調査（９月）の結果についてまとめた（表

５）。それによると，①話し合い，②確認，③共通

理解，④支援について，教育相談 Co.の先生方の，

学級担任との話し合いにおけるシート作成状況，

委員会における困難さやその内容，校内適応指導

教室での運営に関する困難さなどを把握すること

ができた。 

チーム学校で求められる専門性に基づくリーダ

ーシップの在り方について，教育相談をはじめと

する援助サービスの視点から，人事・運営・ツー

ル及び役割分担などが整うことが定着につながる

とされている（西山，2018）。これらのことから，

教育相談 Co.に対して，援助ツールに着目し，効

果を検証した。 

②｢教育相談コーディネートツール｣に関する調査 

12月の質問紙調査の結果（図４・表６）を資料

別に，「活用してみた」・「参考にした」・「今後，参

考にする」の合計で見ると，数値が 75.0％以上は，

個別援助では資料２，資料３が該当し，援助の方

針を検討する会議や援助内容の検討についてのニ

ーズが高かったといえる。システムに関する内容

では，資料１，資料８について，同じく 75.0％以

上で，校内の教育相談体制を俯瞰的に見ることが

できることから，ニーズが高かったと考えられる。

また，合計の数値が 50.0％未満だった資料５につ

いては，「類似の用紙を使用」が 46.8％あり，教

育相談 Co.の先生方が，各校で実態に合わせた用

紙を使用していた。 

提案したツールを活用・参考にすることが予測

される回答が示され，個別に有効なツールによる

支援に向けた協議や，システム構築に効果的なツ

ールによる支援など，コーディネーションの有効

性は示唆された。今後も，資料の改善に向け検討

するとともに，ツールの共有化をどこまでにする 

表５ 教育相談 Co.のコーディネートに関する質問紙調査の

結果（９月実施）（概要）（n＝48） 

※５件法（５：十分できている・・・・１：全くできていない） 

① 話し合い        

校内適応指導教室に来室している生徒の支援につい
て，学級担任と協議（話し合い）はできていますか？ 

５：22.9％  ４：72.9％    ３：4.2％ 
２： 0.0％  １： 0.0％  無回答：0.0％ 

校内適応指導教室利用生徒支援について，学級担任と
の支援を検討する際，支援内容を記録するシートなど
は作成されていますか？  
はい：39.6％ いいえ：50.0％ 無回答：8.3％  両方回答2.1％ 

② 確認（委員会：不登校全般に関する内容の委員会） 

委員会の中で，教育相談 Co.からの報告時間はあります
か？  
ある：89.6％ ない：4.2％  無回答：6.3％ 

「ある」の場合：協議は十分できていますか？ 
５：14.0％   ４：58.1％     ３：14.0％ 
２： 7.0％   １： 0.0％  無回答： 7.0％ 

委員会を運営するにあたり，困難なことはあります
か？  
ある：31.3％  ない：60.4％  無回答：6.3％  無効解答2.1％    
（ある方の具体的な記述内容※一部抜粋） 
○情報交換のみになり，具体的な手立てを話し合う
時間がない。 

○報告だけで終わってしまい支援の方向性などを共
有する時間がない。 

委員会でこれから実施したいこと（とりあげるとよい
と思うこと）はありますか？  
ある：45.8％  ない：45.8％  無回答：8.3％ 

③共通理解 

委員会で話し合った内容を，教職員全体に知らせてい
ますか？   

５： 4.2％  ４：41.7％    ３：35.4％ 
２：12.5％   １： 2.1％  無回答： 4.2％ 

④支援 

校内適応指導教室を利用する生徒が記入する活動記録
や日誌はありますか？  
ある：60.4％ ない：37.5％ 無回答：2.1％ 

校内適応指導教室を運営するにあたり，困難なことな
どはないですか？ 
ある：60.4％ ない：35.4％ 無回答：4.2％ 

（ある方の具体的な記述内容※一部抜粋） 
○学習面で充実させるのは難しい 
○個別対応の難しさ 

校内適応指導教室でこれから，実施してみたいことは
ありますか？  
ある：58.3％  ない：33.3％ 無回答：8.3％ 

（ある方の具体的内容※一部抜粋） 
○オンライン授業 
○体験学習 
○生徒間でのコミュニケーションを高める取り組み 

校内適応指導教室の運営について，運営体制は整って
いると思われますか？ 

５：6.3％ ４：50.0％ ３：31.3％  ２：8.3％ 
１：0.0％ 無回答：2.1％  複数回答 2.1％ 

図４「教育相談コーディネートツール」についての活用状況等の結果 

（12月実施）（n＝47） 

 

 

談 Co.からの報告が定例化・定式化されたことで，

学校全体の教育相談体制の向上の結果と考えた。 

 一方で，「みんなで抱える姿勢」や「教育相談の

方向性の共有」に対する教員の自己評価が若干下

がったことについては，実際の活動に参加してい

る教員の様子は校内で認知されながら，その具体

的内容が，加わっていない教員に把握できず不全

感が高まったことが考えられる。よって，④共通

理解について，不登校対策委員会で教育相談の方

向性について話し合った内容などを，学校全体で

情報共有するあり方に改善点があると考えた。 

 また，作成検討中の資料や，資料の提案は行っ

たが使用にまで至っていない資料及び既存の資料

があったため作成しなかったものがあった。教育

相談 Co.がその時点で行っている資料の状況や工

夫を丁寧に把握し，支援が効果を上げるように配

慮した。 

５ 研究Ⅳ 

(1)目的 

市内の教育相談 Co.について質問紙調査を行い，

全体の傾向から研究Ⅲを踏まえ，作成した資料に

ついて情報提供を行い，資料の効果を検証する。 

(2)方法 

実施期間 201X＋1年８月から 201X＋1年 12月 

対 象 市内の教育相談 Co. 

効果測定 

教育相談 Co.に対して，教育相談 Co.のコーディ

ネートに関する質問紙調査及び，資料に関する質

問紙調査を実施する。 

実践内容 

①手続き 

 教育委員会教育相談課に，教育相談 Co.に対す

る質問紙調査の協力を依頼し，了解を得た。実施

については，教育相談 Co.が集合する連絡会で行

うことを提案した。質問紙調査後は，結果の分析

を行い，教育相談 Co.に対する資料の紹介と質問

紙調査の実施について，確認などを行った。 

②取組の概要 

（９月）教育相談 Co.対象の連絡会の中で，報告

者が質問紙調査について依頼を行った。連絡会当

日，報告者の簡単な自己紹介を行い，質問紙調査

の趣旨は，教育相談 Co.の先生方の現状をまとめ

させていただくことで，役に立つことを検討した

いという内容の話をした。 

（10月）質問紙調査の結果を受け，研究Ⅲで作成

した資料などをもとに，大学院教授と再検討した。 

（11月）教育相談 Co.の連絡会で，完成した「教

育相談コーディネートツール」（表４）を配布し， 

プレゼンテーションを行った。プレゼンテーショ

ンでは，これまでの研究から，教育相談 Co.の現

状を分析する中で作成した図（図３）を提示し，

教育相談 Co.が行っている校内適応教室利用生徒

の学級担任との①話し合いを，資料２「校内適応

指導教室利用生徒支援シート」（参考：石隈・田村，

2003）をもとに説明した。また，不登校対策委員

会の②確認を，資料６「不登校対策委員会 進行表」，

資料７「不登校対策委員会 教育相談 Co.から」を

もとに説明した。また，校内の教員への③共通理

解と校内適応指導教室への④支援は，資料４「校

内適応指導教室 支援記録シート」，資料５「校内

適応指導教室 今日の活動シート」，資料８「教育

相談についての校内アンケート（教員対象）」（参

考：西山・淵上・迫田，2009），さらに，ケース会

議などでは，資料３「個別の支援会議進行シート」

（参考：香田，2011），教育相談に関する分掌の年

間計画作成では，資料１「教育相談年間計画（例）」

が有効ではないかという流れで資料の紹介をした。 

（12月）11月に配布した，「教育相談コーディネ

ートツール」についての現状をまとめるために質

問紙調査を実施した。 

表４ 「教育相談コーディネートツール」一覧 

資料１【システム支援】教育相談年間計画（例） 

資料２【個別援助】校内適応指導教室利用生徒支援シート 

資料３【個別援助】個別の支援会議進行シート 

資料４【個別援助】校内適応指導教室 支援記録シート 

資料５【個別援助】校内適応指導教室 今日の活動シート 

資料６【システム支援】不登校対策委員会 進行表 

資料７【システム支援】不登校対策委員会 教育相談Co.から 

資料８【システム支援】教育相談についての校内アンケート

（教員対象） 

図３ 校内適応指導教室支援の流れ（報告者が修正） 
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かについても検討が必要であることが示された。 

課題として，資料配布が 11 月で年度の途中で

の提案であったことから，現状の仕事に新しく加

えることの難しさや，活用に関する質問紙調査が

12 月で，期間が短かった可能性が考えられる。こ

れについては，今後，実施する時期を検討し，時

期を早める必要がある。また，記述の中には，日々

の業務量から複数の先生方にどこまで継続して協

力が得られるかという懸念があった。これについ

ては，それぞれの学校のニーズに合うように，現

状を把握し，資料を見直していく必要性がある。 

６ 総合考察 

 本研究では，教育相談 Co.の役割を，校内適応

指導教室運営という視点から検討し，支援者の力

量向上に資する資料の提供と推進モデルを作成す

ることを目的とした。研究Ⅰでは，先行文献をも

とに，本研究におけるコーディネーションの理論

的整理をふまえ，教育相談 Co.のコーディネーシ

ョン行動を提案した。研究Ⅱでは，不登校対応教

員が推進できる校内適応指導教室での連携と支援

のあり方について，ケーススタディにより試行モ

デルを作成した。研究Ⅲでは，試行モデルを踏ま

え，教育相談 Co.が関わる会議の進行や情報収集

および報告内容の定式化など，校内適応指導教室

の運営に有効なツールを提案した。研究Ⅳでは，

研究Ⅲをもとに，市内の教育相談 Co.に紹介し，

質問紙調査から活用状況などをまとめた。 

成果としては，事例をもとに教育相談 Co.が行

うコーディネーションを検証し，市内の教育相談

Co.に対して，ツールを紹介することができたこと

が挙げられる。特に研究Ⅳの表６が示すように，

コーディネーションの成果が示された。 

一方，課題として，支援の流れを示した事例を

複数行うことができず１校にとどまった点は，本

研究の限界である。教育相談の研究では，組織を

対象としたケーススタディを重ね，知見を得るこ

とが有用とされている（西山・淵上・迫田，2009）。

また，結果から支援者の具体的な力量向上を検証

するには至らなかった。十分な効果検証には，各

学校の実態を踏まえ，各支援者の教員歴や担当と

しての経験年数などを考慮に入れた力量向上を検

討することが求められる。水野・家近・石隈（2018）

は，校内のチーム（体制）づくりについて，学校

独自の課題や，人的・組織の資源，地域の特徴な

どをアセスメントする必要性を述べている。今後，

学校規模や不登校生徒の数など，学校の状況に応

じて，個別支援とシステム両面からの詳細な検証

が必要である。 
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表６「教育相談コーディネートツール」についての質問紙調査の

結果（12月実施）（記述内容：一部抜粋・要約） 

※（％：活用してみた・参考にした・今後，参考にするの合計の％） 

資料１ 教育相談年間計画（例）         76.6％ 

○教育相談に関する委員会の位置づけを，運営委員会などで
しっかりと検討していく必要があると思いました。 

○来年度の年間計画作成時に，参考にしたい。 

資料２ 校内適応指導教室利用生徒支援シート       83.0％ 

○複数の職員が様々な視点から情報共有できるので良い。 
○とても細かく各領域が記載されており，今後参考にしたい。 

資料３ 個別の支援会議進行シート                  78.7％ 

○支援会議がスムーズに進むような内容構成になっていると
思います。 

○特別支援会議との兼ね合いが必要です。 

資料４ 校内適応指導教室 支援記録シート         63.8％ 

○専用の記録シートがあれば記録も整然とまとめられてその
後の活用も上手くできそうです。 

○もう少しシンプルな形でシートを作成した。 

資料５ 校内適応指導教室 今日の活動シート       40.4％ 

○担任の先生との情報共有にとても役立っている。 
○生徒による日誌など今後の関わりにも活用できると思いま
した。 

資料６ 不登校対策委員会 進行表                  70.2％ 

○生徒支援の会議で活用していきたい。 
○生徒指導委員会のなかで，報告を行っています。 

資料７ 不登校対策委員会 教育相談Co.から       63.8％ 

○資料のような細かい内容は作っていないので今後の参考に
したい。 

○生徒指導委員会で同内容を報告しています。 

資料８ 教育相談についての校内アンケート（教員対象）78.7％ 

○今後，研修会等で活用していきたい。 
○内容を参考にさせてもらいたい。 
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